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（（１１））特特別別支支援援教教育育ととはは  
特別支援教育は、障害のある幼児児童生徒の自立や社会参加に向けた主体的な取組を支援すると

いう視点に立ち、幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズを把握し、その持てる力を高め、生活や学習上

の困難を改善又は克服するため、適切な指導及び必要な支援を行うものである。 

また、特別支援教育は、これまでの特殊教育の対象の障害だけでなく、知的な遅れのない発達障害も

含めて、特別な支援を必要とする幼児児童生徒が在籍する全ての学校において実施されるものである。 

さらに、特別支援教育は、障害のある幼児児童生徒への教育にとどまらず、障害の有無やその他の

個々の違いを認識しつつ様々な人々が生き生きと活躍できる共生社会の形成の基礎となるものであり、

我が国の現在及び将来の社会にとって重要な意味を持っている。  
文部科学省通知「特別支援教育の推進について」（平成１９年４月１日） 

 

 
文部科学省通知「障害のある児童生徒等に対する早期からの一貫した支援について」（平成２５年１０月４日） 

 

※１ 鳥取県では、難聴、言語障がい、発達障がいの通級による指導が行われています。（令和３年５月１日現在） 

小学校、中学校及び義務教育学校 

特別支援学校 
視覚障がい 聴覚障がい 知的障がい 肢体不自由 病弱（身体虚弱を含む） 
(１学級あたりの人数…単一障がい学級（小学部・中学部）６人、（高等部）８人、

重複障がい学級３人) 

特別支援学級 

知的障がい 肢体不自由 病弱・身体虚弱 弱視 難聴 

言語障がい 自閉症・情緒障がい 

(１学級あたりの人数…（鳥取県）７人、（全国）８人) 

通級による指導※１ 
言語障がい 自閉症 情緒障がい 弱視 難聴 

学習障がい 注意欠陥多動性障がい 肢体不自由 病弱・身体虚弱 

通常の学級（文部科学省通知「特別支援教育の推進について」（平成１９年４月１日）より） 
知的な遅れの無い発達障がいを含む、特別な支援を必要とする児童生徒 

特別支援教育 
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3 

例えば、幼児児童生徒（以下、児童生徒等という。）の実態や状況において、環境因子が変化することで

各項目が相互に影響し合い、生活機能と障がいの状態が変化することも考えられます。 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
独立行政法人国立特別支援教育総合研究所 「ICF 児童青年期バージョンの教育施策への活用に関する開発的研究」（平成２０年３月）の図表を加工して作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜＜健健康康状状態態＞＞  

脳性まひ 

＜＜活活動動＞＞  

移動の困難さ 
＜＜ ＞＞  

下肢の筋力の低下 

＜＜参参加加＞＞  

買い物できない 

＜＜環環境境因因子子＞＞  

上り坂 

車椅子の性能の悪さ 

生生活活機機能能  

＜＜個個人人因因子子＞＞  

内向的な性格 

＜＜健健康康状状態態＞＞  

脳性まひ 

＜＜活活動動＞＞  

移動の困難さの軽減 
＜＜ ＞＞  ＜＜参参加加＞＞  

買い物に行く 

＜＜環環境境因因子子＞＞  

生生活活機機能能  

＜＜個個人人因因子子＞＞  

買い物への意欲 
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（（２２））障障ががいいのの捉捉ええ方方  
近年、グローバル化は私たちの社会に多様性をもたらし、また、急速な情報化や技術革新は、生活を質的

に変化させつつあります。そして、障がいのある人々を取り巻く生活や障がいの捉え方についても質的に大

きな変化をもたらしています。 

従前、障がいの捉え方は、昭和５５年にＷＨＯ（世界保健機関）が発表したＩＣＩＤＨ（国際障害分類）に基

づいていました。ＩＣＩＤＨは、疾病等（疾患・変調）による身体の機能損傷や機能不全（機能・形態障がい）

が、日常生活や学習上の種々の困難（能力障がい）をもたらし、さらには一般の人々との間に社会生活上

の不利益（社会的不利）を生じさせるという考え方であり、教育は、このうち日常生活や学習上の種々の困

難の改善・克服を期待されていました。 

 

ＩＣＩＤＨ（国際障害分類） 

 

 

 

 

 
しかし、ＩＣＩＤＨについては、疾病等に基づく状態のマイナス面のみを取り上げているという指摘があり、Ｉ

ＣＩＤＨの改訂版として、ＩＣＦ（国際生活機能分類）が採択されました。現在の障がいの捉え方は、このＩＣＦに

基づいています。 

平成１３年にＷＨＯが採択したＩＣＦで、人間の生活機能は「心身機能・身体構造」、「活動」、「参加」の三

つの要素で構成されており、それらの生活機能に支障がある状態を「障がい」と捉えています。生活機能と

障がいの状態は、健康状態や環境因子等と相互に影響し合い変化しうるものであり、構成要素間の相互

関係については、次のように示されています。 

 
ＩＣＦ（国際生活機能分類） 

 
文部科学省「特別支援学校教育要領・学習指導要領解説自立活動編（幼稚部・小学部・中学部）」（平成３０年３月） 

  

1
特別支援
教育

初めて
担任する
先生方へ

初めて
担任する
先生方へ

- 2 - - 3 -



3 

例えば、幼児児童生徒（以下、児童生徒等という。）の実態や状況において、環境因子が変化することで

各項目が相互に影響し合い、生活機能と障がいの状態が変化することも考えられます。 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
独立行政法人国立特別支援教育総合研究所 「ICF 児童青年期バージョンの教育施策への活用に関する開発的研究」（平成２０年３月）の図表を加工して作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜＜健健康康状状態態＞＞  

脳性まひ 

＜＜活活動動＞＞  

移動の困難さ 
＜＜ ＞＞  

下肢の筋力の低下 

＜＜参参加加＞＞  

買い物できない 

＜＜環環境境因因子子＞＞  

上り坂 

車椅子の性能の悪さ 

生生活活機機能能  

＜＜個個人人因因子子＞＞  

内向的な性格 

＜＜健健康康状状態態＞＞  

脳性まひ 

＜＜活活動動＞＞  

移動の困難さの軽減 
＜＜ ＞＞  ＜＜参参加加＞＞  

買い物に行く 

＜＜環環境境因因子子＞＞  

生生活活機機能能  

＜＜個個人人因因子子＞＞  

買い物への意欲 

2 

（（２２））障障ががいいのの捉捉ええ方方  
近年、グローバル化は私たちの社会に多様性をもたらし、また、急速な情報化や技術革新は、生活を質的

に変化させつつあります。そして、障がいのある人々を取り巻く生活や障がいの捉え方についても質的に大

きな変化をもたらしています。 

従前、障がいの捉え方は、昭和５５年にＷＨＯ（世界保健機関）が発表したＩＣＩＤＨ（国際障害分類）に基

づいていました。ＩＣＩＤＨは、疾病等（疾患・変調）による身体の機能損傷や機能不全（機能・形態障がい）

が、日常生活や学習上の種々の困難（能力障がい）をもたらし、さらには一般の人々との間に社会生活上

の不利益（社会的不利）を生じさせるという考え方であり、教育は、このうち日常生活や学習上の種々の困

難の改善・克服を期待されていました。 

 

ＩＣＩＤＨ（国際障害分類） 

 

 

 

 

 
しかし、ＩＣＩＤＨについては、疾病等に基づく状態のマイナス面のみを取り上げているという指摘があり、Ｉ

ＣＩＤＨの改訂版として、ＩＣＦ（国際生活機能分類）が採択されました。現在の障がいの捉え方は、このＩＣＦに

基づいています。 

平成１３年にＷＨＯが採択したＩＣＦで、人間の生活機能は「心身機能・身体構造」、「活動」、「参加」の三

つの要素で構成されており、それらの生活機能に支障がある状態を「障がい」と捉えています。生活機能と

障がいの状態は、健康状態や環境因子等と相互に影響し合い変化しうるものであり、構成要素間の相互

関係については、次のように示されています。 

 
ＩＣＦ（国際生活機能分類） 

 
文部科学省「特別支援学校教育要領・学習指導要領解説自立活動編（幼稚部・小学部・中学部）」（平成３０年３月） 

  

1
特別支援
教育

初めて
担任する
先生方へ

初めて
担任する
先生方へ

- 2 - - 3 -



5 

 

 

 

 

（（１１））切切れれ目目なないい支支援援  
障がいのある児童生徒等は、教育、福祉、医療等の複数の機関と関わっていくことが必要であり、特別な

支援が必要な児童生徒等やその保護者が、乳幼児期から学齢期、社会参加に至るまで、地域で切れ目な

い支援を受けるためには、関係機関との連携が必要不可欠です。 

そこで、文部科学省と厚生労働省では、両省による「トライアングル」プロジェクトを発足し、家庭と教育と

福祉のより一層の連携を推進するための方策が検討されました。 

 

 

 

 

 

 

 
文部科学省「第 1 回家庭と教育と福祉の連携『トライアングル』プロジェクト会議資料」（平成２９年１２月） 

 

平成３０年３月に取りまとめられた「トライアングル」プロジェクト報告では、放課後等デイサービスや保育

所等訪問支援事業等の福祉制度について、校長会や教職員の研修会等において周知することや、学校・

園だけでなく家庭や地域を含めた一貫した支援がより一層組織的・継続的かつ計画的に進められるよう、

「個別の教育支援計画」の作成・活用に、保護者や関係機関の参画を促すこと等が盛り込まれました。 

今後は、小・中学校等においても、福祉部局の方を招いて福祉サービスを学んだり、相談支援事業所を

加えた支援会議を開いて連携機関や連携方法を具体的に確認したりすることが求められます。特別支援学

校のセンター的機能を活用し、福祉との連携の仕方について相談するのもよいでしょう。また、「個別の教育

支援計画」を、作成時のみでなく関係機関との連携や引継ぎに活用し、切れ目ない支援に役立てることが

大切です。 

＜連携の方法（個人情報の取扱いに留意）＞ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

文部科学省「インクルーシブ教育推進事業説明資料」（平成２８年）を参考に作成   

２ 切れ目ない支援 

福祉部局を学校に招き、 

福祉サービスを知る研修会 

放課後等デイサービスの送迎時

に児童生徒の様子を共有 

個別の教育支援計画を連携 

して作成し、定期的に評価 

4 

（（３３））障障ががいいののああるる児児童童生生徒徒のの学学びびのの場場  
インクルーシブ教育システム構築のためには、障がいの有無に関わらず同じ場で共に学ぶことを追求す

るとともに、自立と社会参加を見据えて、その時点で教育的ニーズに最も的確に応える指導を提供できる

学びの場を検討することが大切です。 

また、学びの場は固定したものではなく変更可能であることを、すべての関係者と共通理解することが大

切です。そのためには、教育相談や個別の教育支援計画に基づく関係者による会議などを定期的に行い、

必要に応じて個別の教育支援計画を見直し、学びの場を変更できるようにしていくことが適当です。 
 

日本の義務教育段階の多様な学びの場の連続性 

 
中央教育審議会「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進（報告）」（平成２４年７月） 

 

 

障がいのある児童生徒の就学手続については、平成２５年９月に一部改正された学校教育法施行令に

基づき、障がいの有無に関わらず、市町村教育委員会が就学先を決定しています。 

就学先の決定に際しては、学校や市町村教育委員会が、本人・保護者に対して十分情報提供するととも

に、本人・保護者の意見を最大限に尊重し、教育的ニーズと必要な支援について合意形成を行うことが大

切です。 

就学手続の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
文部科学省「障害のある子供の教育支援の手引～子供たち一人一人の教育的ニーズを踏まえた学びの充実に向けて～」（令和３年６月） 
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